チャランケ通信　第90号　2014年12月1日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　解散・総選挙も、いよいよ明日から選挙戦が始まる。どんな結果になるのか、大きく政権交代にまで行くとは思えない。民主党の枝野幹事長などは、今回の選挙ではなく、次の解散・総選挙で政権交代を目指すことができるようにしたい、とマスコミで語っているわけで、野党側がバラバラに立候補して重複していたのを少し調整したぐらいでは、自民・公明の牙城を崩すことはなかなか大変なことではある。それでも、安倍総理の解散戦略に対して、国民は必ずしも支持しておらず、野党側が少しでも議席数を増加させるだけのチャンスはありそうだ。共同通信が実施した電話の世論調査では、安倍政権を支持しない比率が支持率より上回ったという。どんな結果をもたらすのか、今度の選挙戦も一つのドラマなのだろう。
土井たか子さんに続く国広正雄氏の死去に想う、1989年「山は動いた」時代、東西冷戦終焉時代の始まりだった
　何日か前の日経新聞のコラム欄「春秋」で、11月25日に亡くなられた国広正雄元参議院議員(と言うよりも同時通訳で有名)についての記事が掲載されていた。国広さんが太平洋戦争中に英語を使いたくてたまらなくなり、意を決して捕虜収容所を訪ね、柵の向こう側の捕虜に向かって「What is your country?」と呼びかけ、捕虜が一言「Scotland」と答えたことを受け、自分の英語が通じたと「欣喜雀躍」しながら家に帰った。それ以降英語の魅力に取りつかれた国広少年は、長じて同時通訳の名手になるという件である。なぜ国広さんをとりあげたのか、それは今年9月に亡くなられた土井たか子さんを追いかけるように亡くなられた事が、まことに不思議な縁を感じさせられたからである。
　今から振り返れば国広さんが立候補され、当選した1989年の参議院選挙は、社会党の土井委員長が「山は動いた」という歴史的名言で知られる通り、まさに与野党逆転を勝ち取った大勝利であった。これ以降、日本の政治は連立政権の時代へと転換するとともに、リクルート事件という政治とカネの問題に火が付き、選挙制度を中心に政治の改革が大きくクローズアップされ、小選挙区比例代表並立制が導入されるきっかけとなったことも記憶されていい。東西冷戦終焉の始まりの時代であり、まさに歴史的な選挙戦だったのだ。
　日本社会党、政権政党への脱皮に期待したのだが・・・
　その国広さんを、当選直後札幌にお呼びをし、小生や松本収君(後の仙谷官房長官の政務担当秘書官)が中心になって、小さな規模で学習会を開いたことを懐かしく思い出している。というのも、当時は土井社会党が参議院に勝利したことに伴い、海外のメディアなどからも日本社会党の行方について注目されるようになっていた。社会党もいよいよ政権担当能力を身に着けなければならない時代になったと見て、国広参議院議員などが土井委員長のブレーン役を務められるに違いない、と思ったからに他ならない。この参議院選挙で立候補される前まで、国広さんは土井さんのブレーンと言うよりも、自民党の三木元総理に近いブレーンと言われていたわけで、そんな国広さんを社会党の参議院議員として抱え込み当選させた当時の日本社会党には、政権政党へと脱皮するのではないか、と言う期待を持たせてくれたことは間違いない。
　「ニューウェーブの会」期待の星、仙谷元官房長官の引退へ
その流れは、90年2月に実施された解散・総選挙での社会党の躍進に繋がり、その時当選した仙谷由人や松原脩雄といった若手の代議士が「ニューウェーブの会」を結成するなど、労働組合依存の強い社会党がもしかすると本当に政権政党へと変わり得るのではないか、と言う期待を持たせた時代でもあった。残念ながら、土井委員長は翌年の統一自治体選挙の不振を理由に退陣されたのだが、結局日本社会党は政権政党へと脱皮することができず、旧態依然とした元の社会党へと戻ってしまい、やがて野党第一党としての地位からも退いてしまったのだ。まことに残念の極みであり、小生自身、日本社会党を政権担当能力のある政党へと脱皮することを目指して、翌年の参議院選挙で北海道選挙区から立候補し当選したものの、90年代の日本社会党の退潮は誰の目にも明らかであった。国広さんも、1期6年の参議院議員で終えられ、いろいろな変遷をたどられながら最後は日本社会党から脱党されてしまった。もっとも、日本社会党に結集していた多くの政治家は、小生も含めて民主党の結成に参加することになる。その時以来の盟友仙谷由人元官房長官も、今回政界を引退した。
結果として、まともな社会民主主義政党ができなかったのだ
今振り返って、あの1989年から90年にかけて続いた日本社会党への期待が、政権政党へと脱皮できていたら、今日の政局を変えていく社会民主主義の潮流が生き続けていたのではないか、と思えてならない。今度の解散・総選挙で、消費税の引き上げに向けて、どうして賛成する政党が一つもないのか、誠に残念でならない。つまり、日本には、まともな社会民主主義の政党が存在しないという事なのだ。
諸冨徹京大教授「税に思想はあるか」インタビューに注目

人への投資重視の「社会的投資国家」こそ求められる、に同感
そう思っていた矢先、11月29日付の朝日新聞のオピニオン欄で、税制問題において私の最も尊敬する一人である諸冨徹京都大学教授が、「税に思想はあるか　諸冨徹さん」と言うインタビュー記事で語っておられたことに感激させられた。それは、消費税についての評価であり、グローバル化した今日、国家と言う閉じられた空間で課税できる消費税に重点を移さざるを得なくなって来ていること。消費税には貧しい人ほど負担の度合いが高まるという逆進性の問題があること、を認めつつも、歳出で一番ウエイトが高くなっているのは社会保障費で、今後も増え続けることは確実で、「払ったお金の大きな部分が国民自身に戻ってくる構造が強まる」ことを強調される。その後で、次のように述べておられることが重要である。
　「私が協調したいのは、消費税は単に分配や救済の財源ではなく、人に対して投資をしていく元手だという事です。(中略)　病に倒れた人がきちんと手術を受け、能力も意欲もまだある人が命を失わずに済み、社会に復帰して働けるというのは、大切なことです。消えてしまうお金ではありません」
　「社会保障以外でもそうです。幼児教育から成人の職業訓練まで、人への投資は日本の生産性を高めます。これからの経済成長は、製造業の生産拠点としての整備ではなく、いかに質の高いサービスを生み出す人を育てられるかにかかっているからです。人的資本が鍵です。人に投資せずに、経済成長はあり得ない。人への投資を重視する社会的投資国家への転換を目指すべきです。消費税の三党合意をいとも簡単に壊してしまった罪深さは、人への投資が不可避なのに、その財源の確保を棚上げしたということです。これこそ成長戦略にもっとも反しているのです」

その通りだと思う。選挙を前にして、増税の棚上げで一致する日本の政党には、新しい時代を切り開いていこうとする能力が欠けていると思う。現に、スウェーデンを始めとする北欧諸国では、増税によって人への投資を拡大し、高い成長を実現している国が存在していることも諸冨教授は例示している。このような日本の政治をどう変えていけるのか、増税を訴える政党・政治家がいないという日本、直面している現実・課題は深刻である。

NHK朝ドラ「マッサン」にみるニッカとサントリーの角逐
さて、NHK朝の連続テレビドラマ「マッサン」が始まって2か月を過ぎようとしている。視聴率も25%前後に達しており、なかなかの高視聴率を獲得できているようだ。最近、新聞のチラシ広告の中に、サントリーからの物が目に付くようになってきた。その中では、日本で最初のウイスキーを創ったのはサントリーで、その歴史と角瓶やオールドといった有名な商品などを宣伝している。おそらく、マッサンによってニッカウィスキーが全国的に有名になり、ニッカウィスキーの売り上げが伸び、サントリーが不利になるものと見ての宣伝戦なのだろうか。サントリーの焦りが目に浮かぶようではある。
今の経営者に聞かせたい、鴨井商店の社長の企業家精神だが
あまりに本物志向から外れては、いかがな物か
　マッサンの中で、サントリーは鴨井商店として、社長の鴨井信二郎が積極的に新事業に打って出ていて、企業家精神とは何なのか、を地で行っていて頼もしい。戦前の不況が続く経済状況の中で、会社の幹部の多くはウィスキー事業などに手を出すべきではない、と主張するのに対して、鴨井社長が「こういう時だからこそ、新しいウイスキー事業に手を出すべきなのだ」と説き、リスクに果敢に挑戦する方針を打ち出す。今の日本の多くの経営者に、爪の垢でも煎じて飲ませたいと思ったほどである。

ただ、サントリーと言う会社の体質なのだろうか、偽物を作って大衆受けする酒を造るあたりは、今の時代でもその遺伝子を受け継いでいるのだろうか。第三のビールなどは、ビールもどきであり、税逃れのために開発した代物である。本物の酒を追求しようとした竹鶴正孝とはその点で異なっていることは、興味深い。もっとも、他のビールメーカーも追随しているわけだが。
ビール課税の改革は、アルコール度数による酒税改革の第一歩
　ビールと言えば、税制問題でいつも悩ませてくれた業界であったが、ここでもサントリーが一方の主役であったように思う。民主党政権獲得直前の時代、酒の税制についてアルコール度数課税の原則を打ち出したのだが、どうしてもビールの税制が難問であった。と言うのも、酒の税収の過半数はビールから稼いでおり、アルコール度数から言えばもっと減税してしかるべきものであった。そこへ持ってきて、発泡酒や第三のビールなどが改良され、ビールもどきの節税商品が巷に溢れかえってしまったのだ。ビールを大幅な減税に持っていく前に、このビール関係の税をどうするのか、先ずそこから進めるべきだ、と言うことになり、先ず軽減されていた発泡酒や第三のビールの税を重くし、その分本物のビールを減税し、やがてビール類についてのアルコール度数による統一税率を確立させ、その後すべての酒類についての税率をアルコール度数によるものにしていくことに割り切ろうとしてきた歴史があったのだ。
　ビールもやっぱり本物を追求した竹鶴正孝に学ぼうではないか
今回の税制改正で、ようやくビールの中の発泡酒・第三のビールの増税と本物のビールの減税が進むようだが、それでも未だ税率一本化には程遠い。早く本物を飲ませるよう、ビール税制の歪みを是正して欲しいものだ。ウイスキーも、かつてはジヨニ黒やオールドパーが1本1万円していた時に贈答品としてもてはやされたのだが、関税が引き下げられ価格が低下したにもかかわらずあまり売れていないようで、最近では、国際的な品評会で日本のサントリーやニッカのウイスキーが高く評価され、高級品のイメージが出て来ているようだ。今頃あの世で竹鶴正孝氏が、「本物のウイスキーづくりをしてきた道が間違っていなかった」とリタさんに向かって、ほくそ笑んでいるのではなかろうか。
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